
1 

 

長期財政計画（令和 6年度〜令和 15年度） 

 

 長期財政計画は、関市健全な財政運営に関する条例第 17条及び第 18条並びに同条例施行規則 

第 4条の規定により、財政の一層の健全化と計画的な行財政運営を図るために、毎年度作成するも

のです。 

 令和 6 年度以降 10 年の期間における各年度の歳入歳出見込額、普通会計にかかる基金及び地方

債の残高見込額、財政指標等の見込み及び目標値は、次のようになりました。 

 なお、この計画は、あくまでも現行の行財政制度を前提に試算したものであり、今後、地方財政

を取り巻く環境が変化していく中で、本市の財政状況が大きく変わる場合もあります。 

 

 

（１）普通会計の歳入歳出見込額（試算方法については、5･6 ページを参照）      （単位:億円） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

歳入の見込額 

（うち一般財源） 

459.3 

(287) 

477.6 

(273) 

454.6 

(266) 

482.3 

(267) 

449.4 

(278) 

443.6 

(278) 

459.8 

(275) 

457.6 

(275) 

463.9 

(276) 

464.2 

(276) 

市   税 128.2 128.1 128.5 126.8 127.1 127.4 125.7 126.0 126.4 124.7 

交 付 金 等 32.8 32.8 32.8 32.8 32.8 32.8 32.8 32.8 32.8 32.8 

地方交付税 88.0 86.0 84.0 84.5 85.2 86.5 87.6 87.1 86.6 87.3 

使 用 料 等 5.5 5.5 5.5 5.5 5.5 5.5 5.5 5.5 5.5 5.5 

国県支出金 77.3 77.4 77.6 78.9 79.2 79.5 78.8 79.1 79.4 79.7 

繰 入 金 29.4 34.0 37.3 43.7 41.9 35.7 44.5 40.9 55.6 56.0 

市   債 24.4 22.8 33.1 51.7 14.6 14.7 25.2 26.8 17.4 16.6 

そ の 他 73.6 61.0 55.8 58.4 63.1 61.5 59.5 59.4 60.2 61.5 

歳出の計画額 441.9 440.7 442.4 460.8 430.9 429.1 445.5 441.6 445.3 445.0 

人 件 費 63.3 64.3 63.8 63.9 64.6 64.3 64.9 65.2 65.0 64.9 

（うち職員給） 37 37 37 37 37 37 37 37 37 37 

扶 助 費 75.4 75.8 76.3 76.7 77.2 77.6 78.1 78.6 79.0 79.5 

公 債 費 37.9 34.8 32.2 30.9 32.1 34.0 33.7 33.1 32.6 31.7 

物 件 費 94.3 93.7 93.2 92.8 92.3 91.8 91.3 90.9 90.5 90.0 

維持補修費 5.1 5.1 5.2 5.2 5.2 5.2 5.3 5.3 5.3 5.3 

補 助 費 等 49.3 49.5 49.6 49.8 49.9 50.0 50.2 50.3 50.5 50.7 

積 立 金 28.4 23.4 18.1 20.8 25.5 23.9 26.9 21.8 22.6 24.0 

投資･貸付等 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 

繰 出 金 31.6 32.2 32.4 33.1 32.4 32.6 32.8 33.0 33.2 33.4 

投資的経費 53.6 58.8 68.5 84.6 48.7 46.5 59.2 60.5 63.5 62.5 

 【説明】 

関市の財政は、人口減少による歳入の減少、少子高齢化や障がいのある方に対する社会保障関連経費が

増加していることや、近年においては、世界情勢を背景とした原材料価格の上昇や円安などによる物価高

騰の影響により、歳出の増加が予測される厳しい状況の中、引き続き全庁的な財政健全策の実行に取り組

むことにより、概ね健全性を持って運営できると見込んでいます。 

市税は、社会情勢の影響による変動がありますが、人口減少等により減少傾向で見込んでいます。 

公共施設の長寿命化や複合化など計画に基づき実施する事業については、有利な市債の活用のほか、財

政調整基金、公共施設等整備基金、学校施設整備基金の活用を予定しています。 



2 

 

 

（２）特別会計及び事業会計の歳入歳出見込額 

 

 ◇国民健康保険特別会計（事業勘定）                       （単位:億円） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

事業収入の見込額 94.7 87.8 87.6 87.5 87.4 87.3 87.2 87.1 87.0 86.8 

事業費の計画額 94.7 87.8 87.6 87.5 87.4 87.3 87.2 87.1 87.0 86.8 

 【説明】 

医療費の推移及び被保険者の年齢構成等を踏まえて試算しています。 

 

 

 

 ◇国民健康保険特別会計（直診勘定）                       （単位:億円） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

診療所収入の見込額 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 

診療所運営費の計画額 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 

 【説明】 

現状の診療体制で収入見込みと運営費の額を推計しました。 

 

 

 

 ◇財産区特別会計                                （単位:億円） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

事業収入の見込額 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

事業費の計画額 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

 【説明】 

 財産区の森林管理に必要な経費を見込んでいます。 

 

 

 

◇公設地方卸売市場事業特別会計                        （単位:億円） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

事業収入の見込額 0.2 0.5 0.4 0.9 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 

事業費の計画額 0.2 0.5 0.4 0.9 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 

 【説明】 

施設管理や市場活性化イベントなどに必要な経費を見込んでいます。 

令和 7 年度から令和 9 年度にかけては、施設の修繕又は工事費用を見込んでいます。 

 

 

 

◇介護保険事業特別会計                            （単位:億円） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

事業収入の見込額 75.1 75.7 76.2 76.7 77.1 77.6 78.1 78.7 79.1 79.6 

事業費の計画額 75.1 75.7 76.2 76.7 77.1 77.6 78.1 78.7 79.1 79.6 

 【説明】 

高齢者数や要介護認定者数の増加により、サービス費の伸び率等を参考にして試算しています。 
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◇後期高齢者医療特別会計                           （単位:億円） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

事業収入の見込額 14.5 15.1 15.5 15.7 16.0 16.2 16.4 16.4 16.5 16.5 

事業費の計画額 14.5 15.1 15.5 15.7 16.0 16.2 16.4 16.4 16.5 16.5 

 【説明】 

被保険者数の伸び率等を参考に試算しています。 

 

 

 

 ◇水道事業会計                              税抜（単位:億円） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

事業収益の見込額 18.1 18.5 18.2 17.7 17.3 16.8 16.6 16.4 16.3 16.1 

事業費用の計画額 15.8 15.8 15.9 16.1 16.1 15.9 15.7 15.7 15.6 15.7 

資本的収入の見込額 3.9 4.8 4.8 3.7 3.5 3.3 3.2 2.9 2.8 2.8 

資本的支出の計画額 12.6 13.7 13.6 12.4 11.7 11.1 10.9 10.4 10.3 10.2 

 【説明】 

  事業収益は、令和６年度に料金改定（改定率 22％）する場合の数値です。 

 

 

 

◇下水道事業会計                               （単位:億円） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

事業収益の見込額 37.0 37.0 37.0 37.0 36.0 38.0 36.0 36.0 36.0 36.0 

事業費用の計画額 35.0 35.0 35.0 35.0 34.0 36.0 34.0 34.0 34.0 34.0 

資本的収入の見込額 11.0 10.0 5.0 4.0 6.0 8.0 5.0 4.0 4.0 4.0 

資本的支出の計画額 19.0 18.0 13.0 11.0 12.0 13.0 9.0 9.0 8.0 8.0 

 【説明】 

令和 3 年度策定の下水道事業経営戦略及び農業集落排水事業経営戦略より転記しています。 

資本的収支が多い年度はストックマネジメントによる更新が要因であり、資本的収入による資本的支出

の不足額は、損益勘定留保資金（減価償却費から長期前受金戻入を控除したもの）で補填するように計

画しています。 
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（３）財政調整基金、減債基金及び地方債の年度末現在高の見込額 

     （単位:億円） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

財 政 調 整 基 金 142.6 146.6 145.3 138.7 129.9 125.7 119.9 112.2 104.3 97.3 

減 債 基 金 19.6 17.8 16.2 14.6 13.0 11.4 9.8 8.2 6.6 5.0 

地 方 債 290.2 277.8 261.8 247.4 246.3 266.4 250.8 234.2 226.1 220.0 

 【説明】 

年度間の収支の不均衡に基金を活用するため、財政調整基金残高は、７割程度になると見込んでいます。 

地方債残高は、合併特例債が発行限度額に達するため、市債発行が抑制され減少すると見込んでいます。 

 

 

 

（４）財政指標の見込み及び目標値（目標値は、5･10 年後の上段に（）書きで記入） 

                                                                               （単位:％） 
区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

経常収支比率 86.7 86.9 86.3 86.5 
(90.0) 

86.7 
87.0 87.4 87.5 87.5 

(90.0) 

87.5 

財政調整基金比率 65.0 67.4 67.4 64.2 
(40.0) 

59.9 
57.7 54.7 51.3 47.8 

(40.0) 

44.5 

地方債残高比率 119.3 113.7 114.3 123.3 
(100.0) 

115.7 
107.4 103.2 100.6 94.0 

(100.0) 

86.7 

債務償還可能年数 

              （年） 
2.7 2.7 2.7 3.1 

(5.0) 

3.1 
2.9 2.9 3.0 2.9 

(5.0) 

2.8 

公 債 費 の 

普通交付税算入率 
68.4 67.7 67.0 66.4 

(60.0) 

65.7 
65.0 64.4 63.7 63.1 

(60.0) 

62.5 

地方債残高の 

普通交付税算入率 
86.7 85.8 85.0 84.1 

(80.0) 

84.1 
83.3 83.3 83.3 83.3 

(80.0) 

83.3 

実質公債費比率 1.7 1.5 1.4 1.4 
(4.0) 

1.8 
1.8 1.8 1.7 1.7 

(4.0) 

1.7 

 【説明】 

安定的な財政運営を継続していくためには、事務事業の評価及び見直しや、行財政改革及び公共施設等

総合管理計画に基づき、適切に施設管理を行うなど更なる努力と収支改善が必要となります。 
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普通会計の歳入歳出見込額の試算方法 

○歳入 

区分 説明 

市 税 ・市民税（個人）は、令和 5 年度決算見込額をもとに、人口推計による生産年齢

人口（15～64 歳）等の変動を参考にして見込んでいます。 

・市民税（法人）は、令和 5 年度決算見込額を参考にして見込んでいます。 

・固定資産税及び都市計画税は、令和 5 年度決算見込額を参考にして見込んでい

ます。 

・市たばこ税は、令和 5 年度決算見込額を参考にして見込んでいます。 

・入湯税は、令和 5 年度決算見込額を参考にして見込んでいます。 

 

交 付 金 等 ・地方譲与税（森林環境譲与税を除く）、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲

渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付

金、地方特例交付金、環境性能割交付金及び交通安全対策特別交付金は、令和

5 年度決算見込額を参考に見込んでいます。 

 

地方交付税 ・普通交付税は、市税及び交付金等の見込額を参考にして見込んでいます。 

 

使 用 料 等 ・分担金及び負担金は、令和 5 年度決算見込額を参考に見込んでいます。 

・使用料は、令和 5 年度決算見込額を参考に見込んでいます。 

国庫支出金 

県 支 出 金 

・扶助費及び投資的経費にかかるものは、歳出（扶助費、投資的経費）に連動 

させて見込んでいます。 

・その他については、令和 5 年度予算額を参考にして見込んでいます。 

 

繰 入 金 ・財政調整基金繰入金は、各年度の歳出計画額及び歳入見込額を参考に、必要 

となる財源を計上しています。 

・減債基金繰入金は、2 億円で固定しています。 

・公共施設等整備基金及び学校施設整備基金は、各年度の歳出計画額を参考に、

必要となる財源を計上しています。 

・職員退職手当基金繰入金は、歳出（退職金額）に連動させて見込んでいます。 

・地域振興基金繰入金は、5,500 万円で固定しています。 

・中小企業従業員退職金共済基金繰入金は、5,000 万円で固定しています。 

 

市 債 ・各年度の市債発行総額は、今後 10 年間の事業計画及びその財源を参考にして 

見込んでいます。 

・臨時財政対策債は、令和 6 年度は 2.0 億円としています。 

 

その他の収入 ・財産収入は、令和 5 年度決算見込額を参考に見込んでいます。 

・諸収入は、令和 5 年度決算見込額を参考に見込んでいます。 

・寄附金は、ふるさと納税を見込んでいます。 

・繰越金は、前年度の歳入歳出差引額の 2 分の 1 とし、残りの 2 分の 1 を積立金

に計上しています。 
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○歳出 

区分 説明 

人 件 費 ・職員給は、令和 5 年度決算見込額を参考に見込んでいます。 

・退職手当は、定年による退職金見込額を計上しています。 

・その他の人件費は、令和 5 年度決算見込額を参考に見込んでいます。 

 

扶 助 費 ・社会福祉にかかる経費は、令和 5 年度決算見込額をもとに、人口推計による 

老年人口（65 歳以上）の伸び率を参考に年々増加すると見込んでいます。 

・児童手当にかかる経費は、令和 5 年度決算見込額をもとに、人口推計による 

年少人口（14 歳以下）の減少率を参考にして見込んでいます。 

・その他の扶助費は、令和 5 年度決算見込額を参考にして見込んでいます。 

 

公 債 費 ・令和 4 年度以前の借入分については、現在の返済予定額を計上しています。 

・令和 5 年度以降の新規借入分については、市債発行計画額にかかる返済見 

込額を計上しています。 

 

物 件 費 ・令和 5 年度決算見込額を参考に見込んでいます。 

 

維持補修費 ・令和 5 年度決算見込額を参考に、施設の老朽化等を勘案して、若干の増加傾向 

で推移すると見込んでいます。 

 

補 助 費 等 ・中濃地域広域行政事務組合及び中濃消防組合に対する負担金は、今後の事業 

計画等を参考にして見込んでいます。 

・その他の補助費等は、令和 5 年度決算見込額を参考に、行財政改革等の影響を 

見込んでいます。 

 

積 立 金 ・財政調整基金の積立金は、前年度剰余金の 2 分の 1 を下回らないように計上し

ています。 

・職員退職手当基金積立金及び中小企業従業員退職金共済基金積立金は、基金 

積立計画をもとにして計上しています。 

・その他の積立金は、基金運用収入額に連動させて見込んでいます。 

 

投資･出資･貸付金 ・令和 5 年度決算見込額を参考に見込んでいます。 

 

繰 出 金 ・国民健康保険（事業勘定）特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医 

療特別会計への繰出金は、人口推計による 65 歳以上人口の伸び率を参考に 

して見込んでいます。 

・その他の特別会計繰出金は、令和 5 年度決算見込額を参考に、今後 10 年間の

歳入歳出見込額を参考にして見込んでいます。 

 

投資的経費 ・関市第 5 次総合計画「第 7 期実施計画」及び今後 10 年間の事業計画等を参考

にして見込んでいます。 

 

 


